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再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定に向けた「有望区域」及び「準備区域」

の整理並びにセントラル方式による調査対象区域の選定に向けた都道府県から

の情報提供の受付について 

 

2025年３月10日  

経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー課風力政策室  

国土交通省港湾局海洋・環境課海洋利用開発室  

 

１．情報提供依頼の趣旨 

2019 年 4 月に施行しました「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関す

る法律」（以下「再エネ海域利用法」という。）においては、国が基本方針を定め、促進区域の指定を行っ

た上で、公募による事業者の選定を行うこととしています。また、2019 年 6 月には「海洋再生可能エネ

ルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）」を策定（2024 年４月

改訂）し、促進区域指定の考え方等を経済産業省・国土交通省より発信しているところです。 

促進区域の指定にあたっては、ガイドラインに基づき、既存の文献やデータベースのほか、都道府県等

から情報収集を行うこととしており、これらの情報を踏まえ、 

・国が促進区域の指定に関する可否を判断するために、協議会を通じて具体的な協議を行うべき区域

を「有望区域」 

・有望区域の要件は満たさないものの、都道府県として、今後、協議会を設置して具体的な協議を行う

ことを念頭に、利害関係者等との調整に着手している区域を「準備区域」 

として整理しています。 

また、今後の案件形成の加速化に向けて、政府や自治体の主導的な関与により、効率的な案件形成を実

現する仕組みである「セントラル方式」を確立するとともに、2024 年 4 月 24 日に「洋上風力発電に係る

セントラル方式の運用方針（以下「運用方針」という。）」を策定しました。この中で、独立行政法人エネ

ルギー・金属鉱物資源機構（以下「JOGMEC」という。）がセントラル方式によるサイト調査（風況・海底

地盤・気象海象）を実施する旨とともに、セントラル方式で実施する調査対象区域の選定の考え方を整理

し、2024 年 11 月 21 日の第 30 回洋上 WG 合同会議において、事業リスクの高まりや公募の公平性の疑義、

重複調査による非効率・地域への負担増といった課題、セントラル方式によるサイト調査の基本化の方

針を示し、2025 年１月 29 日に改訂した「一般海域における占用公募制度の運用指針」においても明記し

ました。 

これらのガイドライン、運用方針等に基づき、有望区域及び準備区域の整理並びにセントラル方式によ

る調査対象区域の選定に向けた情報を収集することを目的に、今般、都道府県に対して、下記４．に記載

する情報の提供を依頼するものです。 
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＜促進区域指定・事業者公募のプロセスの流れ＞ 

 

 

＜セントラル方式における案件形成プロセスとサイト調査の関係＞ 

 

 

２．有望区域及び準備区域に整理するための要件 

各都道府県より提供された情報等に基づき、関係省庁に協議を行うとともに、有識者によって構成され

た中立的な第三者委員会の意見を踏まえて、経済産業省及び国土交通省において有望区域及び準備区域

の整理を行います。有望区域として整理するにあたっては、以下の要件に適合しているかどうかを踏ま

え判断することとなります。 

＜有望区域の要件＞ 

① 促進区域の候補地があること 

② 利害関係者を特定し、協議会を開始することについて同意を得ていること（協議会の設置が可能で

あること） 

③ 区域指定の基準に基づき、促進区域に適していることが見込まれること 

 

また、有望区域の要件は満たさないものの、都道府県として、今後、協議会を設置して具体的な協議を

行うことを念頭に、利害関係者等との調整に着手している区域については「準備区域」として整理しま

す。 

なお、有望区域に整理された場合であっても、関係省庁との協議の結果や協議会における議論その他の
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事情を踏まえ、促進区域の範囲等については情報提供を受けたものから変更が生じる可能性があります

ので、ご留意ください。 

 

３．セントラル方式による調査対象区域の選定における必須事項及び考慮事項 

各都道府県より提供された情報等に基づき、有識者によって構成された中立的な第三者委員会の意見

を踏まえて、経済産業省及び国土交通省において調査対象区域の選定を行います。 

調査対象区域の選定にあたっては、情報提供を行う区域が「準備区域」に整理されている区域又はどの

区域にも未整理な区域であり、都道府県が早期のセントラル方式による調査を希望している区域を候補

とします。そのうえで、以下の「必須事項」に合致していることを確認し、「考慮事項」の状況を勘案し

て、優先的に取り組む区域を選定します。 

なお、調査の実施にあたっては調査実施年度における政府予算の成立が前提となるため、予算の状況に

応じて年度毎の調査対象区域の数や調査内容等は変動が生じる場合があります。 

（１）必須事項 

① 対象区域における調査活動の実施により操業上の調整が生じる者（漁業・航路等）との調整に着手

しており、JOGMECが調整を行う際にも、都道府県として地元関係者等との調整に主体的に関与する

こと 

② 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構法（JOGMEC法）において規定する経済産業省令（独立

行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令）

に基づき、以下のいずれかに該当する地域であること 

一. 海域の自然的条件、風力発電設備の設置に関する技術的条件その他の条件から判断して、事業

者が海域の調査に関する自主的な活動を十分に実施することが困難と認められる地域［経済的

特性］ 

二. 二以上の事業者がそれぞれに調査を実施すること等によって漁業その他の活動に支障を及ぼ

すおそれがあると認められる地域［社会的特性］ 

 

（２）考慮事項 

① 対象区域における利害関係者の特定及び協議会を開始することに対する調整の状況 

（例えば、漁業・航路等の利害関係者のほか、関係市町村や地域における理解の状況等も参考情報

として考慮する。） 

② 対象区域において想定される出力規模 

③ その他政策的観点から洋上風力発電の推進に資する要素 

 

４．情報提供の受付期間及び都道府県向け説明会の開催 

受付開始日 2025 年３月 10 日（月） 

最終締切日 2025 年５月 12 日（月）17 時 必着 

 

＜お問合せ先＞ 

 経済産業省資源エネルギー庁 新エネルギー課 風力政策室（電話：03-3501-6623） 
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 国土交通省港湾局 海洋・環境課 海洋利用開発室（電話：03-5253-8684） 

 


